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定主体である企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan: ASBJ）は，
国際的な会計基準の設定・改正の場面において積極的な意見発信を行ってきた。ときには，
国際的な会計のルール設定における主導的な立場にある国際会計基準審議会（International 
Accounting Standards Board: IASB）や米国財務会計基準審議会（Financial Accounting 






























の後の 2012 年に公表された「フィードバック・ステートメント・アジェンダ協議 2011」
では，IASB の優先調査研究プロジェクトの 1 つとされている。これを踏まえ，IASB は，
国際会計基準（International Accounting Standards: IAS）第 28 号「関連会社および共同支配
企業に対する投資」の修正作業を進めている。しかしながら，持分法会計に関する IASB
の修正提案は立て続けに撤回を余儀なくされており，そこでの議論は混迷を極めている。 
2012 年に IASB が公表した公開草案「持分法：その他の純資産変動に対する持分（IAS
第 28 号の修正案）」では，IAS 第 28 号における取扱いが不明確と指摘されていたその他の
純資産変動5に対する持分について，投資企業の資本として認識することが提案されていた
（10 項）。しかし，このような IASB の改訂案に対しては，多くのコメント提出者からの
懸念が示されることとなり，2014 年に IASB は，規定数を満たす賛成が得られなかったと
して最終基準を公表しないことを決定している。 
また，2012 年に IASB が公表した公開草案「投資者とその関連会社または共同支配企業
の間の資産の売却または拠出（IFRS 第 10 号および IAS 第 28 号の修正）」では，投資企業
とその関連会社または共同支配企業の間の資産の移転の会計処理を修正し，改訂基準を
2016年 1月 1日以後に開始する事業年度から適用することが提案されていた。しかし，2015
年に IASB が公表した公開草案「IFRS 第 10 号および IAS 第 28 号の修正の発効日」では，
                                               
3 「アジェンダ協議 2011」は，IASB のアジェンダ設定プロセスに関する一般からのインプットの
経路を設けることによって公的説明責任と正当性を高めること，およびそれによって IFRS への関
心と IFRS の可視性を国際的に深めることを目的としている（p. 6）。 




5 公開草案「持分法：その他の純資産変動に対する持分（IAS 第 28 号の修正案）」において，その
他の純資産変動とは，投資先企業の純資産の変動のうち投資先企業の純損益またはその他の包括利








グループ（European Financial Reporting Advisory Group: EFRAG）が 2014 年に公表したショ
ート・ディスカッション・シリーズ「持分法：測定基礎なのか一行連結なのか」において
指摘されているように，IASB の提案は「明確な概念的な基礎が欠如しており，また，潜




















                                               
6 適用日を延期する IASB の提案については，コメント提出者の過半数が支持したことを踏まえて，


















ージェンスの過程において IASB と FASB が合意し，現在の国際的な会計のルールや学術
研究において通念とされている事項についても批判的に検討する。例えば，前述の関連会
社投資の会計処理に関して国際的に受け入れられてきた通念を取り上げてみると，そこに











                                               























 本研究の構成は以下のとおりである（図表序-1 参照）。 



















【第 1 部 持分法会計の基礎概念】 
第 1 章 連結上のエンティティーの画定基準：支配概念に基づくエンティティーの範囲 
第 2 章 持分法の位置づけ：一行連結から測定基礎への変化 
第 3 章 関連会社の位置づけ：支配の一形態としての重要な影響力の考え方 
 
【第 2 部 持分法の会計手続】 
第 4 章 持分法適用関連会社の時価発行増資の会計処理：持分変動差額の処理方法 
第 5 章 企業集団の内部取引に関する会計処理：未実現利益の消去方法 
第 6 章 組織再編の会計処理：投資原価の公正価値に基づく評価替えの可否 






















つぎに，第 4 章から第 7 章で構成される第二部においては，第一部において明らかにさ
れた持分法会計に関する基礎概念と整合するような一行連結としての持分法の会計手続を
明らかにする。 
 第 4 章では，持分法適用関連会社の時価発行増資によって生じた持分変動差額の会計処





























 第 7 章では，第 1 章から第 6 章までの分析において明らかになった持分法会計の基礎概
念およびそれと整合する持分法の会計手続の考え方を踏まえ，現在の会計のルールとは異
なる代替的な持分法の会計モデルを明らかにする。第 1 章から第 3 章における分析によっ
て，投資企業によって排他的に支配されている関連会社に対する一行連結としての持分法
の適用根拠が明らかになる。また，第 4 章から第 6 章において分析を行う一行連結の会計


























第 1 章 連結上のエンティティーの境界と支配概念† 
 














にある鍵概念の 1 つといってよいであろう10。 




































 本章の構成は，以下のとおりである。まず，第 2 節では，連結上のエンティティーの範
囲を画定するための代表的な考え方である支配企業モデル（controlling entity model）と
リスク経済価値モデル（risk and rewards model）の考え方を明らかにし，両者の関係を






                                               









第 2節 エンティティーの画定基準 
 













支配企業モデルを採用している代表的な会計基準としては，前述の IFRS 第 10 号を挙









                                               
13 なお，IASB（2008）において示されている共通支配モデル（common controlling model）につ
いては，結合財務諸表（combined financial statements）に関するモデルであるため，本研究では
検討しない。 































                                               














リスク経済価値モデルを採用していた代表的な会計基準としては，IFRS 第 10 号が適用
されるまで特別目的事業体（special purpose entity: SPE）17の連結の要否を規定していた
解釈指針委員会（Standing Interpretations Committee: SIC）解釈指針書第 12 号「連結
－特別目的事業体」を挙げることができる。SIC 解釈指針書第 12 号では，企業が SPE を
支配し，当該 SPE を連結しなければならない関係を示している可能性がある状況として，
以下の 4 つの状況が示されていた（10 項）。 
 
① 実質的に，SPE の事業活動が企業の特定の事業上の必要にしたがって企業のために
行われ，それにより企業は SPE の事業運営から便益を得ている。 
② 実質的に，企業は SPE の事業活動の便益の大半を獲得するための意思決定の権限
を保有し，または自動操縦の仕組みを設定することによって企業はこの意思決定の権
限を委託している。 
③ 実質的に，企業は SPE の便益の大半を獲得する権利をもつゆえに SPE の事業活動
に伴うリスクにさらされている。 
④ 実質的に，企業は SPE の事業活動からの便益を得るために，SPE またはその資産
に関連した残余価額または所有者リスクの大半を負っている。 
 
このような SIC 解釈指針書第 12 号の規定に基づくと，SPE の連結の要否については，
SPE の活動を指揮するためのパワーの存在ではなく，SPE の事業活動から生じるリスク
や便益の帰属に着目して判定することになる。そのため，SIC 解釈指針書第 12 号は，リ
スクと経済価値の帰属によってエンティティーの範囲を画定するリスク経済価値モデルに
                                               














































表 1-1 のようになる。 
 























































図表 1-2 パワーとリスク・経済価値（リターン）の関係  
  
① 通常のケース 
              リスク・経済価値（リターン） 
 
帰結 
                         
                   パワー 
 
② パワーの存在が不明確なケース 
              リスク・経済価値（リターン） 
 
推定 
                         


















P 社 S 社 





第 1 項 連結財務諸表の法制化当時の画定基準 
 武田（1977, p.25）および平松（1995, p.10）は，米国の連結財務諸表に関する制度的な
起源は，1934 年に公表された証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934）まで遡る
ことができると指摘している20。そこで，本章では，最初に 1930 年代における主要な先行
研究を取り上げる。1930 年代の連結会計に関する主要な先行研究として，1938 年に公表

























































                                               
23 「SHM 会計原則」は，米国会計士協会（American Institute of Accountants: AIA）の合意のも




















































図表 1-3  1930年代の連結上のエンティティーの画定基準 
 
 連結の条件 エンティティーの画定基準 
1934 年証券取引所法 支配関係の存在 
支配企業モデル 











第 2 項 連結財務諸表に関する会計基準の設定当時の画定基準 
米国における連結財務諸表に関する会計基準が公表されたのは，1950 年代のことである。
1959 年に米国公認会計士協会（American Institute of Certified Public Accountants: 
AICPA）の会計手続委員会（Committee on Accounting Procedure: CAP）は，連結財務
24 
 
諸表に関する会計基準として，会計研究公報（Accounting Research Bulletins: ARB）第
51 号「連結財務諸表」を公表している。また，ARB 第 51 号の公表に先立ち，アメリカ会
計学会（American Accounting Association: AAA）の概念および基準に関する委員会は，
1954 年にサプリメンタリー・ステートメント（Supplementary Statement: SS）第 7 号
「連結財務諸表」を公表している26。さらに，1950 年代の連結会計に関する主要な先行研
究として，Moonitz（1951）がある27。  




Moonitz（1951, p.22, 訳書 p.44）は，2 つないしはそれ以上の法律的単位（legal units）
からなる経済的実体（economic entity）あるいは企業実体（business entity）が存在する














                                               
26 平松（1995, p.14）は，SS 第 7 号について，「その後に公表された ARB51 号に少なからぬ影響
を与えたことから，アメリカにおける連結財務諸表原則において特筆すべき意義がある」と指摘し
ている。 






(2) SS第 7号（1954） 
SS 第 7 号では，連結財務諸表の第１の原則として，「2 つ以上の会社において有力な地









と説明されている。また，「経営上の支配」について，SS 第 7 号では，「その構成単位の
一つ一つが大きい方の実体の部または支社であるかの如くに運営されていることを意味す
る」（第一の原則の討論(c)）とされている。 




(3) ARB第 51号（1959） 
ARB 第 51 号では，「連結財務諸表は，個別財務諸表よりも有意義であり，またグルー
プ内の 1 つの会社が，直接または間接に他の会社の支配的財務持分（controlling financial 
interest）を有する場合に，適正な表示をするために，通常必要となると考えられている」
（1 項）と指摘されている。そして，ARB 第 51 号では，「一般原則としては，一つの会社
が他の会社の発行済議決権付株式のうち 50%を超えて直接または間接に所有することが，
連結を行うための条件である」（2 項）とされている。 
このように，ARB 第 51 号では，連結財務諸表の作成の前提として，投資企業が支配的
財務持分を保有していることを挙げ，また，このような支配的財務持分の有無については，
                                               
28 SS 第 7 号の訳文については，中島（1967）を参照している。 
26 
 





の一つとみなす見解である。」と指摘されている。そのため，ARB 第 51 号で採用されて
いる持株基準と支配企業モデルの関係が問題になる。 
まず，ARB 第 51 号で採用されている持株基準は，支配企業モデルとは異質なエンティ
ティーの画定基準であるとみる余地もある。FASB のプロジェクト・コンサルタントとし
て連結プロジェクトに関わっていた Pacter は，ARB 第 51 号の規定に関して，次のよう



























存在を規定しようとするものであると指摘している。さらに，FASB が 1991 年に公表し
ている討議資料「連結方針と連結手続」（FASB 1991a）においても，ARB 第 51 号のもと
での連結の基本的な条件は支配であり，議決権持分の過半数所有はその手段であって連結
のための独立した条件ではないと指摘されている（125 項）。このような先行研究における





企業モデルの一形態とみる見解が成立しうる。しかしながら，ARB 第 51 号の規定を俯瞰
してみると，支配的財務持分を有する一般的な証拠として議決権の過半数所有を掲げてお
り，連結の判定にあたって本質的に問題とされているのは支配であるといえる。このよう















図表 1-4  1950年代の連結上のエンティティーの画定基準 
 
 連結の条件 エンティティーの画定基準 
Moonitz（1951） 中央集権的な支配 
支配企業モデル SS 第 7 号（1954） 
有力な地位を占める中心的財務持分と 
会社の活動・資源の支配 







第 3 項 FASB 連結プロジェクトにおける画定基準 
FASB は，1982 年 1 月に連結プロジェクトを開始し，1990 年代において複数の成果物
を公表している。具体的には，前述の FASB（1991a），1994 年に予備的見解「連結方針」












経済的単一体概念（economic unit concept），親会社概念（parent company concept）お






































まず，前述の FASB（2008, 49 項）では，支配の定義について，企業からの便益にアク
セスし，それらの便益の金額を増加，維持または保全するような，ある企業の財務および
事業方針を指揮する能力とされている30。そこでは，支配の定義にパワーの要素のみでは
















                                               
30 FASB（2010, RE7 項）も同様に，企業は，自らの便益を生み出す（または損失を制限する）た
めに，他の企業の活動を指揮するパワーを有している場合に，他の企業を支配していると説明して
いる。 





一つの論点とされている。例えば，企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」7 項におい
て，支配は，ある企業または企業を構成する事業の活動から便益を享受するために，その企業また
は事業の財務および経営方針を左右する能力を有していることと定義されている。しかしながら，
このような支配の定義は，ASBJ が 2009 年に公表した「連結財務諸表における特別目的会社の取




































の法的強制力（legal enforceability of claim）は，便益が資産としての資格を認めるため
の必要条件ではない」（26 項）と説明されている。このような資産の定義を踏まえ，FASB























                                               














































図表 1-5  1990年代の連結上のエンティティーの画定基準 
 


















第 4 項 変動持分事業体の連結基準における画定基準 
ここまでは，子会社を対象とした連結上のエンティティーの範囲の画定基準を分析して
きた。一方で，FASB は，2001 年頃から前述の連結プロジェクトにおける連結の方針や手
続に関する検討を中断し，変動持分事業体（Variable Interest Entity: VIE）の連結に関す
るルールの検討を行っている35。そして，FASB は，2003 年に解釈書第 46 号「変動持分
                                               
35 山地（2003, p.1083）は，「SPE に対する支配的財務持分を所有しているならば，当該 SPE を連
結すべきであるが，ARB 第 51 号が要求している議決権による連結では，当該 SPE の連結は強制
されず，多くの場合 SPE は連結から除外され不正の温床となっていた。」と指摘している。そのよ
うな SPE を用いた不正の一例は，2001 年のエンロン事件である。 
35 
 
事業体の連結－ARB 第 51 号の解釈」（FIN 第 46 号）を公表している。また，FASB は，
2009 年に財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standards: SFAS）第 167




(1) FIN第 46号（2003） 




され，当該事業体を連結することが要求される（14 項，15 項）。 
 
① VIE の期待損失の過半を吸収すること 
② VIE の期待残余リターンの過半を受け取ること 
③ 両者の過半を受け取ること 
 
このような連結規定によると，VIE のリスクと経済価値が VIE の変動持分を有する企業
に帰属する場合に，当該 VIE を連結することになり，そこでは VIE に対するパワーの有




みる解釈がある。そのため，FIN 第 46 号のもとでの連結規定が，いずれの解釈と整合的
といえるのかが問題となる。この点に関して，FIN 第 46 号の記述を観察してみると，FASB
は，VIE の連結に関して支配企業モデルとは異なる新しいモデルを提示する意図はなかっ
                                               
36 今福（2003, p.1078）は，VIE の連結規定に関して「従来の連結基準が持株比率や支配力基準に
しても実質的には株式所有を重要な判断の要素にしているのに対して，リスクとリターンを主とし
て享受しているのかどうかという連結基準への移行を意味していると思われる」と指摘している。






そこにおける規定では，VIE に対する支配的財務持分を有する当事者が当該 VIE を連結す








概念を適用する必要があった」（山地 2012, p.1321）といえる。 






(2) SFAS第 167号（2009） 
FASB は，FIN 第 46 号における定量的分析（quantitative analysis）を理解し，適用し，
そして監査することが困難であるという懸念が示されていたことを踏まえ，2009 年に
SFAS 第 167 号を公表し，VIE に対する支配的財務持分を有しているかを定性的（質的）
に分析する方法を採用している（A29 項，A43 項）。 
SFAS 第 167 号では，ある企業の VIE に対する変動持分が支配的財務持分に該当する場
合に，当該企業が VIE を連結することとされており，この場合の支配的財務持分は，以下
の 2 つの特徴を有するとされている（14A）。 
 
                                               







② VIE に潜在的に重要でありうる当該事業体の損失を吸収する義務，または VIE に潜
在的に重要でありうる当該事業体の便益を享受する権利 
 
 上記の 2 つの支配的財務持分の特徴によると，VIE の活動から生じるリスクと経済価値
の帰属だけではなく，VIE の活動を指揮するためのパワーを考慮することによって VIE の
連結の要否が判定されることになる。これは，前述のパワーとリターンという 2 つの要素




以上の FIN第 46号および SFAS第 167号の連結上のエンティティーの範囲の画定基準
に関する分析結果については，以下の図表 1-6 のように要約することができる。 
 
図表 1-6 VIEに関する連結上のエンティティーの画定基準 
 
 連結の条件 エンティティーの画定基準 
FIN 第 46 号（2003） リスクと経済価値の帰属 
支配企業モデル 
SFAS第 167号（2009） 支配的財務持分（パワーとリターン） 
 
米国における VIE の連結基準を分析してみると，リスクと経済価値の帰属に基づいて連
結の要否を判定する FIN 第 46 号は，支配企業モデルとは異なる方法が採用されていると
みる余地もある。しかしながら，そのような連結のルールも，SFAS 第 167 号と同様に，
VIE に対する支配的財務持分の有無を判定するモデルであり，支配概念に基づいて連結の











第 5 項 概念フレームワークに関する共同プロジェクトにおける画定基準 











（direct）する能力」とされている（FASB 2008, 49 項）。そして，FASB（2008, 68 項）
では，支配企業モデル，共通支配モデルおよびリスク経済価値モデルの 3 つを比較検討し
たうえで，支配企業モデルが財務報告の目的と首尾一貫すると説明されている。     
また，FASB（2010, BC22 項）においても，FASB（2008）と同様に，報告主体の境界
（boundaries）は，支配概念に基づいて決定されるべきであるとされている。そして，FASB




このように，概念フレームワークに関する FASB と IASB の共同プロジェクトにおいて
も，一貫して連結上のエンティティーの画定基準として支配企業モデルが支持されている
といえる41（図表 1-7 参照）。 
                                               






図表 1-7 概念フレームワークに関する共同プロジェクトにおける 
連結上のエンティティーの画定基準 
 



































































第 4 節 小括 
 


























第 2 章 持分法の位置づけの変化† 
 




















                                               
† 本章は，吉野（2017b）を加筆・修正したものである。 

































徴を示し，本章における分析の判断基準を明らかにする。そして，第 5 節では，第 4 節に





























的として，会計制度委員会報告第 9 号「持分法会計に関する実務指針」を公表している。 
そこで，以下では，企業会計基準第 16 号および会計制度委員会報告第 9 号の規定を参
照しつつ，現在の日本基準における持分法の基本的な会計処理を明らかにする。 
 






第 16 号 11 項）。そして，この場合には，基本的に全部連結と同様の会計手続が要求される。 
持分法の適用にあたって，のれん（または負ののれん）相当額を識別する場合には，持
分法の適用日において，全部連結を適用する場合と同様に，持分法適用会社の資産および
                                               







分法適用会社の資本とすることとされている（会計制度委員会報告第 9 号 6 項）。ただし，
子会社に対して全部連結を適用する場合には，支配獲得日において，子会社の資産および
負債のすべてを支配獲得日の時価により評価する方法（全面時価評価法）によることとさ
れているが（企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」20 項），持分法を適
用する場合には，投資企業の持分に相当する部分に限定する方法（部分時価評価法）によ
り，原則として，投資日ごとに当該日における時価によって評価することとされている（企




資企業に帰属する投資先企業の資本は 100 となる。そして，投資企業による投資額が 160
であったとすると，これに対応する資本 100 との差額を 60 ののれん相当額として識別する
ことになる。 
 
第 2 項 投資後における会計処理 
投資企業は，投資の日以降における投資先企業の利益または損失のうち投資企業の持分
または負担に見合う額を算定して，投資の額を増額または減額し，当該増減額を当期純利
益の計算に含めることとされている（企業会計基準第 16 号 12 項）。例えば，投資企業が投
資先企業に対して 20%の持分を有しており，投資先企業において 300 の利益が計上された
場合には，投資企業の持分に見合う額は，60 となる。そこで，投資企業は，投資株式の帳
簿価額を 60 増額するとともに，同額の持分法による投資利益を認識することになる。 
また，投資時点において識別されたのれん相当額については，取得に相当する企業結合
が行われることによって認識されたのれんまたは負ののれんの会計処理に準ずることとさ



















連会社に対して 20%の持分を有しており，投資企業が当期に 30 の利益を付加した商品を
関連会社に販売し（ダウン・ストリーム），当該商品が当期末において関連会社の在庫とし
て残されているものとする。この場合には，投資企業は付加されていた利益の 20%部分で
ある 6 を未実現利益として消去するために，売上高を 6 減額し，同額だけ投資株式の帳簿
価額を減額することになる。また，同様の条件で関連会社から投資企業に商品が販売され
ている（アップ・ストリーム）場合には，持分法による投資損失として 6 の費用を計上し，
投資企業が保有する商品の帳簿価額を 6 減額することになる。 
最後に，投資企業が投資先企業から配当金を受け取った場合には，当該配当金に相当す
る額を投資の額から減額することとされている（企業会計基準第 16 号 14 項）。例えば，投
資企業が投資先企業から 50 の配当を受領した場合には，現預金 50 を資産計上するととも
に，同額だけ投資株式の帳簿価額を減額することになる。 
 







第 1 項 株式投資における投資対象の 2 つの側面 
子会社および関連会社に対する投資に限らず，株式投資には，金融資産への投資という
側面と投資先企業の行う事業への投資という側面という 2 つの側面が存在する。そのため，
会計上は，いずれの側面に焦点を当てた会計手続を行うのかが問題となる（図表 2-1 参照）。 
 
図表 2-1 株式投資の 2 つの側面 
















      投資企業 
投資先企業               資産 負債 
資産 負債   純資産 
 純資産  投資株式 
49 
 
以上の株式投資の 2 つの側面と会計手続の関係を図示すると，以下の図表 2-2 のように
なる。 
 
図表 2-2 株式投資の 2 つの側面と会計手続49 
 
 
出所: Miller and Leo（1997, p.4）を加筆・修正して引用。 
 








                                               
49 Miller and Leo（1997, p.4）は，持分法を測定方法（measurement method）と連結技術
（consolidation technique）に区分したうえで，前者については，損益観（profit and loss focus）



















































































差異を抽出すると，図表 2-3 のように要約することができる。 
 





(1) 投資先企業との取引における損益 消去 非消去 
(2) 帳簿価額を超過する投資先企業の損失 損失認識の継続 損失認識の中止 
(3) 投資額と識別可能純資産の差額 のれん（または負ののれん） 処理なし 







IAS 第 28 号では，投資企業と持分法適用企業との間の取引によって生じた利得および損
失は，その一部を消去することとされている（28項）。このような会計手続に関して，EFRAG



















 IAS 第 28 号では，持分法適用企業の損失に対する投資企業の持分が，当該持分法適用企
業に対する持分と等しいか，または超過する場合には，投資企業はそれ以上の損失につい
















IAS 第 28 号では，持分法を適用する場合，投資原価と投資先の識別可能な資産および負




















は，IAS 第 28 号のもとでの会計処理とは異なり，投資額と識別可能純資産の公正価値との
差額をのれんまたは負ののれんとして認識する必要はない。 
 
 (4) 投資の減損 























第 1項 ARB第 51号「連結財務諸表」 
 AICPAのCAPが1959年に公表している会計調査公報（Accounting Research Bulletins: ARB）
第 51 号「連結財務諸表」では，非連結子会社に対する投資の会計処理方法の一つとして持
分法の会計手続が示されている。 












 また，ARB 第 51 号で示されている委員の意見においても，持分法を全部連結の代替手
法として位置づける当時の米国における通念を読み取ることができる。そこでは，持分法














 以上の分析を踏まえると，ARB 第 51 号における持分法の位置づけは，一行連結とみる
考え方と整合的であったということができる54。 
 
第 2項 APB意見書第 18号「普通株式への投資に対する持分法」 




 APB 意見書第 18 号は，前述の ARB 第 51 号と同様に，持分法を適用する場合の投資差
額および未実現損益の取扱いに関して，投資先が連結子会社であるかのように処理するこ














以上のような APB 意見書第 18 号で規定されている持分法の会計手続および持分法の特
                                               











一方で，APB 意見書第 18 号では，持分法を測定基礎と捉える立場に依拠していると解












以上の分析を踏まえると，APB 意見書第 18 号においては，持分法を一行連結と捉える
考え方と測定基礎と捉える考え方が混在しているとみることができる。 
 
第 3項 SFAS第 94号「全ての過半数所有子会社の連結」 
 FASB は，1987 年に SFAS 第 94 号「全ての過半数所有子会社の連結」を公表している。
SFAS 第 94 号は，非連結子会社を持分法の適用対象から除外し，全部連結の対象とするこ
ととしているものの，持分法の手続自体に変更をもたらすものではない（9 項）。しかしな
がら，SFAS 第 94 号の規定を詳細に観察してみると，持分法の位置づけに関する FASB の
考え方を読み取ることができる。 












いないという指摘もありうる。例えば，SFAS 第 94 号 31 項の説明については，持分法を
全部連結の簡便法と位置づけたうえで，両者の計算結果が同一とはならないことを確認し
ているに過ぎないという指摘である。たしかに，持分法と全部連結の計算結果が相違する
ことは，前述の APB 意見書第 18 号 19 項において既に指摘されている。また，APB 意見
書第 18 号においても，「持分法は連結手続の正当な代替方法ではなく，子会社を連結する
ことが適切な場合に，持分法を適用するという理由で連結から除外することを正当化する
ことはできない。」（14 項）と説明されている。そのため，SFAS 第 94 号 31 項の説明は，
持分法と全部連結の計算結果の相違を確認し，そのような相違を根拠として持分法が連結
の代替手法となり得ないことを確認しているに過ぎないという解釈も可能である。 
しかし，APB 意見書第 18 号 19 項においては，全部連結と持分法の相違を指摘したうえ
で，両者の純利益および純資産に与える影響は一致することが強調されている一方で，
SFAS 第 94 号 31 項では，全部連結と持分法が純利益および純資産に与える影響が同一で
あることを指摘したうえで，全部連結と持分法の相違が強調されている。そのうえで，SFAS







94 号 41 項）ことに起因しているといえる。 
SFAS 第 94 号は，持分法の会計手続を改訂するものではない以上，このような記述のみ
をもって持分法の位置づけが測定基礎へと変化したということはできない。しかしながら，
                                               







SFAS 第 94 号は，持分法が全部連結に代替し得ないことを強調することをつうじて，一行
連結の合理性に関して疑義を示していると解釈することができる。 
 





















ASC Topic323 改訂案は，APB 意見書第 18 号における持分法の考え方との関係について
                                               
58 現在の米国における持分法の取扱いは，ASC Topic323「投資－持分法およびジョイントベンチ
ャー」において規定されているが，基本的にそれまでの米国基準における規定を引き継いでいる。 




2016, BC7 項）。 
60 
 






 以上より，ASC Topic323 改訂案は，一行連結としての持分法の概念自体を明確に否定し
たうえで，持分法を測定基礎と位置づけていると解釈することができる60。 
 
第 5項 一行連結から測定基礎への変化の原因 
 以上のように，ARB 第 51 号から ASC Topic323 改訂案に至るまでの持分法に関する米国
基準の歴史的な変遷を辿ってみると，一行連結としての持分法から測定基礎としての持分
法へと，持分法の位置づけが変化しつつあるといえる（図表 2-4 参照）。 
 
図表 2-4 米国基準における持分法の位置づけの変遷 
 
 持分法の位置づけ 
ARB 第 51 号（1959） 一行連結 
APB 意見書第 18 号（1971） 一行連結と測定基礎の混在 
SFAS 第 94 号（1987） 一行連結に対する疑義 






                                               
60 ASC Topic323 改訂案は，APB 意見書第 18 号の内容を網羅的に見直すことを提案していたわけ







このような支配概念を重視する FASB のスタンスについては，FASB の連結プロジェクト
まで遡ることができる。 





















                                               



















ARB 第 51 号（1959） 適用あり 適用なし 
APB 意見書第 18 号（1971） 適用あり 適用あり 
SFAS 第 94 号（1987） 適用なし 適用あり 
ASC Topic323 改訂案（2015） 適用なし 適用あり 
                   一行連結とみることはできない。 
 











第 6節 小括 
 
本章では，米国基準における持分法の位置づけの歴史的な変化を測定基礎と一行連結と
いう観点から分析した。ARB 第 51 号から ASC Topic323 改訂案に至るまでの持分法に関す
る米国基準の変遷を観察してみると，一行連結としての持分法から測定基礎としての持分
                                               
63 SFAS 第 94 号 20 項では，報告エンティティーの概念は支配に基づかなければならないとする暫
定的な結論が示されている。 
64 仮に，関連会社やジョイントベンチャーという子会社とは異質な要素が持分法の適用対象に含ま










会報告第 9 号では，持分法が一行連結として説明されている65（2 項）。日本基準における
持分法の位置づけを整理する必要がある66。 





























第 3 章 関連会社投資における重要な影響力の意義 
 






















解決しなければならない難問の 1 つとなっている。 
                                               
68 IASB（2010）および FASB（2010）においても，重要な影響力は支配と異なる概念であること
が確認されている（RE10 項，BC17 項）。また，FASB（1991a, 150 項）では，ある主体の事業お
よび財務方針に影響を与える能力は，支配と同じ意味ではないとされ，支配は，ある企業の事業お
よび財務方針を確立するための最終的または究極的な能力であり，影響を上回るものであるとされ




















































第 1 項 日本基準 
 企業会計基準第 16 号「持分法に関する会計基準」において，関連会社とは，企業が出
資，人事，資金，技術，取引等の関係をつうじて，子会社以外の他の企業の財務および営
業または事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができる場合における当該子






























































出所：企業会計基準第 16 号 5-2 項に基づき作成。 































同様の考え方が採用されている（23 項）。そのため，企業会計基準第 16 号に基づく関連会
社の判定にあたっては，投資企業による議決権の保有割合は，重要な影響力を行使するた
めの能力が存在することの 1つの指標として位置づけられているといえる。しかしながら，













                                               


























第 2 項 国際会計基準 




















IAS 第 28 号と日本基準の関連会社の定義を比較してみると，いずれも投資企業によっ
て重要な影響力を行使される企業が関連会社とされている。一方で，IAS 第 28 号におい
ては，重要な影響力の定義が明示されており，そのような定義が示されていない企業会計
基準第 16 号とは異なっている。ただし，企業会計基準第 16 号では，重要な影響力の定義
が明示されていないものの，図表 3-1 で示した条件を充足することによって，投資企業は，
投資先企業の財務および営業または事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることが
できることとされている。そのため，企業会計基準第 16 号および IAS 第 28 号における重
要な影響力の概念は，いずれも投資先企業の財務および営業または事業の方針決定に対す
るパワーであるという点で，実質的な差異はないとみてよいであろう。 
つぎに，IAS 第 28 号と企業会計基準第 16 号の関連会社の判定基準を比較してみると，
投資先企業に対する重要な影響力を行使する能力の有無の判定にあたって 20%という議
決権比率の閾値を用いること，および投資先企業の取締役会の構成や投資企業と投資先企
業との取引関係といった議決権比率以外の要素を考慮する点で，IAS 第 28 号と企業会計
基準第 16 号は同様である。一方で，IAS 第 28 号では，投資先企業の議決権比率の 20%
以上を保有することが重要な影響力が存在することの推定条件とされているが，企業会計
基準第 16 号によると，図表 3-1 における出資の条件を充足することが，投資先企業に対
する重要な影響力を行使するための必要条件とされている点で，IAS 第 28 号と企業会計
基準第 16 号は異なっている73。ただし，IAS 第 28 号によると，投資先企業の議決権比率
                                               
73 IAS 第 28 号の前身である IAS 第 3 号「連結財務諸表」においては，関連会社は，子会社ではな
い被投資会社であって，かつ次のすべての条件を満たすものをいうとされていた（4 項）。 
 ① 投資会社が被投資会社の議決権について相当の持分上の権利を有すること 
 ② 投資会社が被投資会社の財務方針および営業方針に対して重要な影響を与えるパワーを有し
ていること 
 ③ 投資会社が当該持分を長期投資として保有する意図をもっていること 









第 3 項 米国基準 
















                                                                                                                                              
の必要条件とされている点で，企業会計基準第 16 号と共通している。 














以上の APB 意見書第 18 号の規定を企業会計基準第 16 号および IAS 第 28 号における
関連会社の判定基準と比較してみると，投資先企業に対する重要な影響力を行使する能力
に基づいて関連会社75を定義している点については，企業会計基準第 16 号および IAS 第




て，APB 意見書第 18 号は，投資企業による議決権付株式の保有を挙げており，その場合
の議決権比率として 20%の閾値を用いている点については，企業会計基準第 16 号および
IAS 第 28 号における規定と同様である。 
 












                                                                                                                                              
④ 投資企業が持分法を適用するためにより多くの財務情報を必要としている。 
⑤ 投資企業が投資先企業の取締役会の代表を獲得することに失敗している。 






































図表 3-2 会計のルールにおける重要な影響力の特徴  
 
       関連会社の閾値の意味  子会社の閾値の意味 
 
 
    0%       20%            50%                  100% 
 
 




































APB 意見書第 18 号における 20%の閾値の設定に至るまでの経緯が示されている。それに
よると，APB は，当初，「経済的持分（economic interest）」の解釈と呼ばれるものに基づ
く 10%の閾値を用いることを支持していたが，委員会のメンバーの数名および SEC のス
タッフは，特に配当の「支配の推定（presumption of control）」に基づく 25%の閾値を用
いることを支持していたとされる。そこで，1970 年 3 月の会議において，委員会は，閾
値を 10%から 25%に変更した。しかし，英国における公開草案において 20%の閾値が提
案されたことを踏まえ76，1970 年 6 月の会議においては，国際的な調整の必要があると指
摘されるようになり，最終的に，1970 年 10 月の会議において，SEC はいまだに同意して
いなかったものの，国際的に調整された妥協として 20%の閾値を採用することが決定され，






                                               
76 英国における当該公開草案や議事録においても，20%の閾値を用いることの根拠に関する説明は
なされていない（Nobes 2002, p.28）。その後に公表された SSAP 第 1 号においても同様である。 
77 伊藤（1973, p.128）も，20%の閾値は 1 つの妥協的な産物というほかはないと指摘している。 























































































表 3-4 参照）。 
 
























































































































るにもかかわらず，FASB と IASB は，支配と重要な影響力が異質な概念であり，関連会
社は連結上のエンティティーの範囲に含まれないという指摘を繰り返してきた。 





                                               

























第 1 項 持分法会計に関するアンケート調査 
 ASBJ は，持分法会計を使用した情報に関する有用性および実務上の課題に関する見解
を求めるために，市場関係者にアンケート調査を実施し，2014 年 12 月に「持分法会計に
関するアンケート調査に対するフィードバック」を公表している83。以下では，「持分法に




83 「持分法会計に関するアンケート調査に対するフィードバック」では，財務諸表利用者 4 名，財

















































































第 2 項 支配の一形態としての重要な影響力の考え方 
 関連会社を子会社と同様に投資企業のエンティティーの範囲に含める考え方は，先行研
究においても提示されている。Miller and Leo（1997, pp.4-5）は，現代の事業関係の複雑
性に対処するための拡張されたエンティティーの考え方を図示している（図表 3-6 参照）。 




































































































































































































































える（図表 3-7 参照）。 
 
図表 3-7 支配の程度と排他的支配 
 
 強度の支配 
                           排他的支配 
支配の程度    半強度の支配  （指揮する能力） 
（支配力） 


















                                               







図表 3-8 連結上のエンティティーの範囲と関連会社の位置づけ 
 
連結上のエンティティーの範囲 




             
 
                                  
 
投資企業 









       ： 投資企業による支配の程度（支配力） 
 
 








IFRS 第 11 号「共同支配の取決め」において，共同支配とは，取決めに対する契約上合
意された支配の共有であり，関連性のある活動に関する意思決定が支配を共有している当
事者の全員一致の合意を必要とする場合にのみ存在するとされている（7 項）。そして，共
























                                               



















第 1 項 英国における伝統的な持分法の考え方 


















検討されている。Edwards and Webb（1984, pp.49-55）では，Nobel Industries 社が 1922 年に
英国における最初の連結財務諸表を公表したとする通説に対して，それ以前においても連
結貸借対照表が公表されていたことが指摘されている。そのような検討の中で，Edwards 
and Webb（1984, pp.38-39）では，Nobel Industries 社が 1922 年に連結財務諸表を公表する
以前における実務上の企業集団会計の手続の調査結果が示されている。それによると，企
業集団会計の手続として，7社が持分法90を採用し，3社が子会社の個別財務諸表を開示し，







連結手法の 1 つとして位置づけられていたといえる。 
 































































































































































第 4 章 関連会社の時価発行増資の会計処理† 
 

















わが国では，2013 年 9 月に企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」が






                                               
† 本章は，吉野（2015）を加筆・修正したものである。 
95 なお，米国基準では，会計制度委員会報告第 9 号と同様に，持分法適用会社の株式発行によって




これに対して，2012 年 3 月に IASB から公表された公開草案「持分法：その他の純資産
















の根拠や IFRS の諸規定との整合性に関する考え方を明らかにしていない。 
このような IASB（2012）の提案に対して，欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）およ
びその他の回答者は，持分法に関する明確な概念的な基礎が欠如しており，その他の規定






                                               































                                               
98 醍醐（1995, pp.41-62），黒川（1998, pp.200-207），大雄（2009, pp.137-158）などを参照。 
99 持分法会計は，このような会計理論上の重要性のみならず，実務上の重要性も指摘しうる。例え
ば，ソフトバンク株式会社は，同社の持分法適用関連会社である Alibaba Group Holding Limited
が 2014 年 9 月にニューヨーク証券取引所に上場したことに関連して，599,141 百万円の持分変動
























  𝐵𝑝 − 𝐵𝑎 = 𝑘𝑝𝐸𝑝 − 𝑘𝑎𝐸𝑎 





(𝐵𝑝 − 𝐵𝑎) がそのまま持分変動差額として認識されることになる。 
ここで，（3）式に着目すると，持分法適用関連会社の時価発行増資によって生じた投資












資株式の引受がなかった場合を前提とすると，投資企業の持分比率は下落する（𝑘𝑝 − 𝑘𝑎 <
0）ことになり，𝐸𝑎(𝑘𝑝 − 𝑘𝑎)は負の値になる。その一方で，その他の株主は，増資株式を
引き受けることによって，𝐸𝑎(𝑘𝑎 − 𝑘𝑝)の持分を取得する。そのため，𝐸𝑎(𝑘𝑝 − 𝑘𝑎)は，投
資企業の持分の一部がその他の株主に移転した部分とみることができる（図表 4-1 参照）。 
 









     𝐸𝑝 














  𝑘𝑝 
 
 
                             𝑘𝑎 
                             
投資企業の増資前持分額 ： ① ＋ ② 
投資企業の増資後持分額 ： ① ＋ ③ 





























第 1 項 資本取引と損益取引の区別の必要性 
 IFRS 第 10 号「連結財務諸表」において，資本取引（equity transactions）とは，所有者と
しての立場での所有者との取引とされている（23 項）。日本基準では，資本取引の定義が




















































  𝛱 = 𝐸1 − 𝐸
′
0 




以上の資本利益計算と資本取引の関係を図示すると，以下の図表 4-2 のようになる。 
 
図表 4-2 資本と利益の関係 
 
     期末貸借対照表                     期首貸借対照表 
期末資産 
 
      𝐸1      𝐸
′
0 
𝐸0  期首資産 𝐸0 
𝛥𝐸   資本取引の影響額 
  
  （修正後）資本の回収超過額𝛱 
 
 


































                                               








 𝐸0 = 𝐸0
𝑝 + 𝐸0




























 𝛱 = 𝐸1 − 𝐸′0 
  = 𝐸1 − {(𝐸0
𝑝＋𝐸0





下の図表 4-3 のようになる。 
 
図表 4-3 連結子会社の時価発行増資が行われた場合の制度上の資本と利益の関係 
 
   期末連結貸借対照表                   期首連結貸借対照表 
期末資産 
 
    𝐸1 
              𝐸′0 
𝐸0
𝑝
  期首資産 







Δ𝐸𝑛  資本取引の影響額𝐼 
𝐶   





























































図表 4-4 連結子会社の時価発行増資が行われた場合の親会社概念に基づく資本と利益の関係 
 




























    








































                                               































                                               
107 KASB（2014, 114 項）では，前述の IASB（2012）で提案されていた持分変動差額の資本処理

































の図表 4-5 のようになる。 
 
図表 4-5 持分法適用関連会社が存在する投資企業の資本と利益の関係 
 





























































第 1 項 投資成果の実現の考え方 






































第 2 項 投資企業の持分法適用関連会社に対する投資の性質 
 まず，投資企業を主体として，持分法適用関連会社に対する投資の性質の観点から，投
資成果の実現時点について検討する。 















































































































































































第 5 章 企業集団の内部取引に関する会計処理 
 






















 持分法を適用する場合の未実現利益の消去に関するこのような論点に関しては，第 3 章
で明らかにしたように，重要な影響力を支配の一形態とみることによって答えを導き出す
                                               





























関して，連結基礎概念を用いて検討を行っている主要な先行研究である Baxter and Spinney
（1975）および FASB（1991a）を参照し，連結基礎概念を用いた説明の合理性を検証する。
これらの議論を踏まえて，第 4 節においては，投資企業と持分法適用関連会社との取引に




























下の 3 つの処理方法が示されている（第五・五）。 
 
① 全額消去・親会社負担方式（未実現利益を全額消去し，かつ，その全額を親会社株
                                               






































































                                               










つぎに，AICPA の CAP が，1959 年に公表している会計研究公報（ARB）第 51 号「連結
財務諸表」では，連結財務諸表は単一の企業体としての財政状態および経営成績を示すと
いう仮定に基づくものであり，グループ内に残っている資産に含まれる会社間利益につい




指摘されている（14 項）。また，ARB 第 51 号では，そこで消去された会社間の損益は，
過半数株主持分と少数株主持分とに比例して配分することも認められることとされている
（14 項）。 





最後に，IASB が 2008 年に公表している国際財務報告基準（IFRS）第 10 号「連結財務
諸表」では，棚卸資産や固定資産など資産に認識されるグループ内取引から生じる損益は，
その全額を消去することとされている（B86 項）。ただし，IFRS 第 10 号では，このように
して消去された未実現利益を親会社の株主に負担させるのか，それとも，持分比率に応じ

















































第１項 Baxter and Spinney（1975） 
 Baxter and Spinney（1975）は，所有主概念（proprietary concept），親会社概念（parent company 
concept），親会社拡張概念（parent company extension concept）およびエンティティー概念
（entity concept）という 4 つの連結基礎概念を示したうえで，それぞれの連結基礎概念と
整合する未実現利益の消去方法を明らかにしている。 
まず，所有主概念は，企業の所有主が当該企業の諸資産を所有し，企業の負債は所有主


































Baxter and Spinney（1975, p.35）では，親会社拡張概念によった場合に全額消去方式が支持
される理由として，資産を取得原価で報告すること，および第三者間取引（arms-length 
bargaining）の欠如の懸念に基づいていることが挙げられている。 
 以上の Baxter and Spinney（1975）における 4 つの連結基礎概念と，それらと整合する未













図表 5-1 Baxter and Spinney（1975）における未実現利益の消去方法 
 
 未実現利益の消去方法 付加利益の少数株主の持分割合相当額 
所有主概念 部分消去方式 外部取引による実現利益 
親会社概念 部分消去方式 外部取引による実現利益 
親会社拡張概念 全額消去方式 不明 
エンティティー概念 全額消去方式 内部取引による未実現利益 
出所：Baxter and Spinney（1975）を参考にして作成。 
 
第 2項 FASB（1991a） 
 FASB（1991a, 56 項）では，いかなる事業体のために連結財務諸表が作成されるべきな
のかという基本的な問題を検討するための基礎となる概念（連結基礎概念）として，経済
的単一体概念124（economic unit concept），親会社概念（parent company concept），および比













                                               
124 なお，FASB（1991a, 63 項）において「経済的単一体概念は，エンティティー説とよばれるこ
ともある」と説明されているように，経済的単一体概念は，前述の Baxter and Spinney（1975）
でいうエンティティー概念に対応している。 






になる（FASB 1991a, 351 項）。結果として，連結上の資産の金額は，経済主体の原価で繰
り越されることになる（FASB 1991a, 77 項）。このような経済的単一体概念のもとでの未実
現利益の消去方法の考え方は，前述の Baxter and Spinney（1975）で指摘されていたエンテ
ィティー概念のもとでの未実現利益の消去方法の考え方と同様であるといえる。 
 これに対して，親会社概念は，親会社株主の持分を強調し，連結財務諸表は親会社にお
ける株主持分と子会社の純資産の未分配持分を反映することになる（FASB 1991a, 64 項）。
そして，親会社概念では，非支配株主が外部者として位置づけられるため，親子会社間取
引は，その一部が消去される内部移転とみなされ，残りの一部が親会社と子会社の非支配
株主との間の交換取引とみなされることになる（FASB 1991a, 75 項，353 項）。そのため，
親会社概念のもとでは，非支配株主の持分部分については，外部者への販売であると解釈
され，これを損益として認識することになる126（FASB 1991a, 75 項）。このような親会社概
念のもとでの未実現利益の消去方法の考え方は，前述の Baxter and Spinney（1975）で指摘
されていた親会社概念のもとでの未実現利益の消去方法の考え方と同様であるといえる。 
 最後に，比例連結概念は，非支配持分および非支配株主に帰属する資産，負債，収益お
よび費用を連結財務諸表に反映しない考え方である（FASB 1991a, 71 項）。このような考え
方に基づくと，親会社概念と同様に，親子会社間取引によって付加されている未実現損益
のうち，親会社の持分比率に相当する金額のみが消去される（FASB 1991a, 317項，320項）。
このような比例連結概念のもとでの未実現利益の消去方法の考え方は，前述の Baxter and 
Spinney（1975）で指摘されていた所有主概念のもとでの未実現利益の消去方法の考え方と
同様であるといえる。 
 以上の FASB（1991a）における 3 つの連結基礎概念と，それらと整合する未実現利益の











図表 5-2 FASB（1991a）における未実現利益の消去方法 
 
 未実現利益の消去方法 付加利益の少数株主の持分割合相当額 
比例連結概念 部分消去方式 外部取引による実現利益 
親会社概念 部分消去方式 外部取引による実現利益 
経済的単一体概念 全額消去方式 内部取引による未実現利益 
出所：FASB（1991a）を参考にして作成。 
 
第 3項 連結基礎概念に基づく未実現利益の消去の合理性 






















以上の Baxter and Spinney（1975）および FASB（1991a）が想定する連結基礎概念とエン
ティティーの範囲の関係を図示すると，以下の図表 5-3 のようになる。 
 
図表 5-3 Baxter and Spinney（1975）および FASB（1991a）によるエンティティーの範囲 
 









       





    ：所有主概念および親会社概念に基づくエンティティーの範囲 
































 図表 5-4 エンティティーの範囲と連結上の資本 
 
 連結基礎概念 













































































まず，日本公認会計士協会が 1998 年に公表している会計制度委員会報告第 9 号「持分

























当額を消去することとされている（11 項）。ただし，会計制度委員会報告第 9 号では，ア
ップ・ストリーム取引において，部分消去方式を用いる理由については明らかにされてい
ない。 






号「APB 意見書第 18 号の解釈」によれば，ダウン・ストリーム取引とアップ・ストリー
ム取引のいずれにおいても，基本的に部分消去方式によることとされている。また，この






































図表 5-5 アップ・ストリーム取引における未実現利益と持分法による投資損益 
 
     投資企業の損益                 持分法適用関連会社の損益 



































































図表 5-6 持分比率に基づく関連会社の分割と投資企業のエンティティーの範囲 
 















    ：部分消去方式が前提とする投資企業のエンティティーの範囲  
 
図表 5-6 において示した部分消去方式による場合の投資企業のエンティティーの範囲の







































 第 3 節においては，親子会社間取引において生じた未実現利益の消去方法に関して，連
結基礎概念との関連で分析している Baxter and Spinney（1975）および FASB（1991a）を検
討した。Baxter and Spinney（1975）および FASB（1991a）は，親会社概念に基づき，親子
会社間取引において付加されていた利益の一部が外部取引によって実現したとみることを
部分消去・親会社負担方式の根拠としている。しかしながら，第 1 章において明らかにし










































第 6 章 組織再編における会計処理† 
 
第 1 節 はじめに 
 
IASB は，2001 年に企業結合プロジェクトを開始し，企業結合の会計処理の質の改善と
国際的なコンバージェンスの達成を目的として，IAS 第 22 号「企業結合」の見直しを行
った。企業結合プロジェクトの第 1 フェーズにおいては，主として持分プーリング法の廃
止およびのれんの非償却について検討が行われ，2004 年に IFRS 第 3 号「企業結合」（IASB 
2004）が公表されている。また，企業結合プロジェクトの第 2 フェーズにおいては，FASB
との共同プロジェクトとして，企業結合の会計処理が広範囲にわたって検討され，2008
年に IFRS 第 3 号の改訂基準（IASB 2008）が公表されている。このような企業結合会計
に関するルール改正の国際的な動向を踏まえ，わが国においても，2008 年に企業会計基準












であれば，そのような会計思考が現在の IFRS 第 3 号にも反映されている可能性がある。
そして，このような IASB と FASB の企業結合プロジェクトの成果は，本研究における主
                                               
† 本章は，吉野（2018）を加筆・修正したものである。 









































計処理の問題と複合的に結びついている（図表 6-1 参照）。 
 
図表 6-1 支配の獲得と支配の喪失 
 


































第 1 項 ARB 第 40 号および APB 意見書第 16 号におけるパーチェス法 
まず，AICPA の CAP が 1950 年に公表している ARB 第 40 号「企業結合」では，企業
結合が買収とみなされる場合には，取得された資産は取得原価で記録することとされ，こ
れは資産の購入に関する会計手続に則したものであると説明されている（4 項）。 





つぎに，AICPA の APB が 1970 年に公表している APB 意見書第 16 号「企業結合」で
は，ARB 第 40 号よりも詳細な企業結合の会計手続が示されている。 
APB 意見書第 16 号では，企業結合が取得に該当する場合には，被取得会社全体の原価
は資産取得の会計処理の原則によって決定されなければならないとされている（8 項）。そ




企業結合の会計処理を規定している（70 項-96 項）。 













































資産の当初測定額を支払対価と一致させる根拠については，Paton and Littleton（1940, 
p.43）における「資産が事実上，未決状態の対収益賦課分（revenue charges in suspense）
であり，次期以降に費用または経費として収益と対応させしめられるのを待っている」と





このような投資原価と利益計算の関係を図示すると，図表 6-2 のようになる。 
 
図表 6-2 投資原価と利益計算の関係 







                                利益  
 
 
第 3 項 伝統的なパーチェス法の意義 





























ェス法は前者のカテゴリーに分類されるものと考えられる（図表 6-3 参照）。 
 
図表 6-3 パーチェス法を適用した場合の投資原価と企業結合後の利益計算の関係 
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問題になるものを要約すると，以下の図表 6-4 のようになる。 
 

























出所: IASB（2014, pp.21-29）を加筆・修正して引用。 
 
第 1 項 リストラクチャリングに関する負債 
IAS 第 22 号では，取得日における被取得企業の負債ではない場合であっても，一定の
条件を満たしているときには，取得企業は被取得企業の活動を停止または削減するための
引当金を認識することとされていた（31 項）。一方で，IASB（2004, 41 項）では，被取得
企業が取得日時点で IAS 第 37 号「引当金，偶発負債および偶発資産」にしたがって認識
したリストラクチャリングに関する負債を有している場合136に限り，被取得企業の活動の
                                               
135 なお，分析にあたっては議論の単純化のために 100%取得の企業結合を前提とする。 

















第 2 項 負ののれん 
IAS 第 22 号では，負ののれんに関して複数の会計処理方法が認められていたものの，
多くの場合，これを負債として繰り延べ，償却手続をつうじて損益として認識されていた



































第 4 項 条件付対価 




































第 6 項 IASB 企業結合プロジェクトにおける取得法の意義 


































































第 1 項 投資原価の評価替えに関する古典的な見解 
投資の性格が変化したことに起因して従来の投資原価を評価替えすべきとみる見解は，









AICPA が 1979 年に公表している論点提示書「プッシュ・ダウン会計（Push Down 
Accounting）141」（AICPA 1979）では，段階的な取引（step transactions）によって所有
















な取引が行われた場合の新しい会計の基礎に関する AICPA（1979）の 2 つの考え方は，
1991 年に FASB が公表している討議資料「ニュー・ベイシス会計」（FASB 1991b）に引
き継がれている142。 
FASB（1991b）では，段階的な取引が行われた場合における子会社の個別財務諸表の新
しい基礎に関する 2 つの見解が示されている。1 つ目の見解は，個々の資産および負債の
比例的な持分は，それぞれの比例的な株式取得によって獲得され，新しい基礎の不可欠で
（integral）信頼をもって測定可能な要素であると考える。このような見解に基づくと，
                                               
141 プッシュ・ダウン会計は，ある企業の議決権付株式の購入取引によって当該議決権株式の所有
権が実質的に変更されたことに基づき，当該企業の個別財務諸表における新しい会計および報告の

















その後の 1995 年に公表された公開草案「連結財務諸表：方針と手続」（FASB 1995）で
は，段階取得が行われた場合の投資原価については，それまでの支払額の合計によって算
定することとされている143（28 項）。しかしながら，このような投資原価の算定方法を巡
っては，ボードメンバーの意見が対立している（FASB 1995, 120 項）。段階取得が行われ
た場合に従来の投資を公正価値で測定すべきと考えるボードメンバーは，支配を獲得する
ことは，それが獲得される前の投資の基本的な性格（fundamental nature）が変化する重











                                               










第 2 項 国際会計基準 
(1) 支配の獲得と支配の喪失 
IFRS 第 10 号「連結財務諸表」では，企業が子会社に対する支配を喪失した場合には，
旧子会社に対して保持している持分を公正価値で測定し，それによって生じた利得または
損失を純損益に認識することとされている（25 項）。残存投資を公正価値で測定すること







































                  評価替えなし      評価替えあり 
 
 
その他の投資 関連会社投資 子会社投資 
 
 
                    評価替えあり      評価替えあり 
 



















企業集団の構成は影響を受けないことが強調されている。そのうえで，IAS 第 28 号では，
重要な影響力を喪失した場合の残存持分が金融資産であることに着目し，当該金融資産が







第 3 項 日本基準 
(1) 支配の獲得と支配の喪失 
ASBJ が 2009 年に公表している「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」では，
日本基準における子会社に対する支配の喪失の会計処理は，①子会社株式の一部売却およ
び時価発行増資等による場合と，②子会社の企業結合による場合に分けて説明されている
（134 項，135 項）。 





















以下の図表 6-6 のようになる。 
 
図表 6-6 子会社の企業結合による被結合企業の株主の支配の喪失 
 
                   
 
 
                           結合企業株式 
          被結合企業（子会社）株式 
 
                      
 
吸収合併 

























































図表 6-7 日本基準に基づく投資原価の評価替えの有無 
 
評価替えあり 
                          
評価替えなし      評価替えあり 
 
その他の投資 関連会社投資 子会社投資 
 
               株式の売却等：評価替えなし  株式の売却等：評価替えなし 
















































第 4 項 小括 
ここまで確認してきた国際会計基準および日本基準における投資先企業に対する支配
の獲得と喪失，および投資先企業に対する重要な影響力の獲得と喪失に関する従来の投資















                                               











































第 1 項 株式の売却等による支配の喪失と企業結合による支配の喪失 
日本基準においては，投資先企業に対する支配を喪失し，投資先企業が子会社および関
































































                                               











































































第 3 節においては，IASB の企業結合プロジェクトによって確立された取得法の特徴を
検討した。IASB の企業結合プロジェクトによる IFRS 第 3 号の一連の改正は，いずれも
被取得企業から受け入れるストック項目の認識および測定が重視されており，伝統的なパ
ーチェス法の基礎にある考え方とは異なっている。その帰結として，IFRS 第 3 号のもと
での取得法によると，投資原価の回収超過額としての利益の意味が失われることになる。 

























































                                               
† 本章は，吉野（2014）を加筆・修正したものである。 







点からも重要な論点の 1 つとなっている。 
従来の IAS 第 27 号「個別財務諸表」では，子会社，関連会社および共同支配企業に対
する投資について，個別財務諸表上の持分法の適用が認められていなかったが，IASB は，




することとされているものの（企業会計基準第 16 号「持分法に関する会計基準」6 項，企
業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」39 項），個別財務諸表の作成上は，これ
らの投資を原価法（cost method）によって会計処理することとされ，持分法の適用は認め
られていない（企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」17 項）。 
このように，個別財務諸表上の子会社投資および関連会社投資に対する持分法の適用の
可否は，日本基準と国際会計基準との間の差異となっており，今後のコンバージェンスを
























最後に，第 6 節においては，補論における結論を示す。 
 





















































154 1971年に公表された英国における会計基準書（Statement of Standards Accounting Principles: 

































































第 2 項 国際会計基準 
IASB が 2001 年に採用している IAS 第 27 号「連結財務諸表及び子会社に対する投資の
会計処理」および IAS 第 28 号「関連会社に対する投資の会計処理」156においては，個別
財務諸表における子会社投資および関連会社投資の会計処理方法の選択肢の 1 つとして，
持分法の適用が認められていた（IAS 第 27 号 29 項，IAS 第 28 号 12 項）。しかし，2003
年に IAS 第 27 号「連結及び個別財務諸表」および IAS 第 28 号「関連会社に対する投資」
が公表され157，利用可能な選択肢の数を削減する改善プロジェクトの一環として，個別財
務諸表における子会社投資および関連会社投資の会計処理については，原価法または IAS
第 39号によることとされ，持分法の適用は認められないこととされた（IAS第 27号 38項，
                                               
156 両基準は，1989 年に国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee: IASC）が
公表したものである。 




IAS 第 28 号 35 項）。 










公開草案「個別財務諸表における持分法－IAS 第 27 号の改訂」を公表している。当該公開
草案では，個別財務諸表の作成上，子会社投資および関連会社投資については，取得原価，
持分法，または IFRS 第 9 号「金融商品」159によって会計処理することとされている（10
項）。 
そして，2014 年 8 月に IAS 第 27 号が改正され，企業が個別財務諸表を作成する場合に
は，子会社，共同支配企業および関連会社に対する投資について，持分法によって会計処
理することが認められることとなった（10 項）。このような改正の理由について，IAS 第








                                               




159 IFRS 第 9 号によって会計処理する場合には，公正価値測定の分類または OCI オプションが適用












結財務諸表を用いることを支持していたといわれる（山地 1989, p.3）。 
1971 年に公表された APB 意見書第 18 号「普通株式に対する持分法会計」では，投資企
業の個別財務諸表において，子会社および議決権付株式の 50％以下であっても被投資会社
の営業および財務の方針に重要な影響を与える能力を有する投資先企業（関連会社）に持









なる。そのため，APB 意見書第 18 号では，持分法による会計処理が実現主義に反してい
ないと解釈されているものと考えられるが，このような実現概念との関係については明ら
かにされていない。 
1987 年に FASB から公表されている SFAS 第 94 号「すべての過半数所有子会社の連結」
では，親会社の個別財務諸表における持分法の適用が廃止されている（15 項）。この理由











































① 利益操作の機会 あり なし 
② 投資成果の測定 配当受領額 投資先企業の損益の帰属割合 
















































































































る古典的な文献においても見受けられ，代表的なものとして Paton と Moonitz の論争
（Moonitz 1951, 訳書 1963）が挙げられる。 




と一致したいき方」である簿価法（book value method）163を支持している。 




                                               












を引用した上で，原価法を支持している（Moonitz 1951, pp.52-53, 訳書 pp.91-92）164。 
以上の Moonitz と Paton の論争における争点は，一見すると，発生主義による収益認識
と実現主義による収益認識の対立のようにみえる。しかしながら，両者の対立の構図をこ































   
  
            キャッシュ           キャッシュ 
                  (Paton の考える実現時点)   （Moonitz の考える実現時点） 
 
 













































                                               
167 討議資料「財務会計の概念フレームワーク」において，リスクからの解放は，「投資にあたって





































































































































































古典的な実現概念 不可 不可 不可 
広義の実現概念（リスクからの解放） 可 可 不可 











































                                               
172 なお，會田（1973, p.112）では，実価法の修正法として 2 つのモデルを示している。1 つは，「引





















第 7 章 持分法会計の展望 
 






















































近年になってから，IASB や FASB が関連会社の位置づけや重要な影響力の概念に関する
議論を行うようになり，持分法会計に関するルールに対してようやく光が当てられつつあ

















続を明らかにする。第 4 節においては，本章における結論を示す。 
 







第 1 項 排他的に支配されている関連会社 
















 しかしながら，第 3 章において明らかにしたように，グループ経営に関する市場関係者
の実務感覚でいえば，子会社と同様に企業グループの中に含まれている関連会社も存在し














































   














 ① ベーシス差異 
 ② 関連会社の純資産の変動 
 ③ その他の純資産の変動 
 ④ 会計方針の統一 
 ⑤ 帳簿価額を超過する関連会社の損失 
 ⑥ 関連会社との取引 
 ⑦ 投資の減損 
 ⑧ 関連会社の資産 
 ⑨ 子会社への状態変化を伴わない追加取得の位置づけ 





第 1 項 ベーシス差異 





























第 2 項 関連会社の純資産の変動 
 持分法を適用する場合には，どのような概念に基づく場合であっても，持分法適用関連










                                               

















第 3 項 その他の純資産変動 
 その他の純資産変動が生じた場合には，投資企業は，持分法適用関連会社における通常
の純資産の変動と同様に，投資額を修正しなければならない。この点に関して，KASB（2014, 











                                               
































                                               














第 5 項 帳簿価額を超過する関連会社の損失 















第 6 項 関連会社との取引 
投資企業と投資先企業との間の取引によって生じた利益を未実現利益として消去する


















































第 8 項 関連会社の資産 





























































第 11 項 持分法の会計モデル 
KASB（2014）で示されていた持分法の会計手続に関する論点について，ここまでの分
析結果を要約すると，図表 7-1 のようになる。 
 
























関連会社の資産 投資企業の事業 外部の資産 
追加取得取引の位置づけ 損益取引 金融資産の取得取引 
























法を支持している点で，支配と重要な影響力は異なる概念であるとする FASB および IASB



















                                               
179 IASB は，持分法のリサーチ・プロジェクトについて，IAS 第 28 号の要求事項を簡素化する短
期プロジェクトと，より基礎的な検討を行う長期プロジェクトに分けて進めることを提案していた
が，2015 年 3 月の ASAF の会議においては，このような 2 ステップアプローチに賛成する意見と





















































































第 3 章においては，関連会社投資の性格および重要な影響力の概念を検討した。第 1 章
および第 2 章における分析によって明らかになったように，連結上のエンティティーの範











































































































































観点からは，IFRS 第 3 号における取得法は，伝統的なパーチェス法とは異質な会計処理



































































































第 2 節 残された課題 
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